
平成２７年２月５日
国立大学法人お茶の水女子大学長

羽 入 佐和子

お茶の水女子大学のガバナンス

大学のガバナンス改革の推進方策に関する
検討会議
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[創立] 1875年（明治 8年） 御茶の水（現文京区湯島）に、我が国最初
の女性の高等教育機関として東京女子師範学校創立。
2015年（平成27年）に創立140周年を迎える。

[所在地] 東京都文京区大塚（１キャンパス）

[大学規模]
・教育組織 ３学部（約2000名）＋１研究科（約900名）
・教員数 約200名
・事務職員数 約100名

・同一キャンパスに附属の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
加えてナーサリーを有する
児童生徒数 約1600名 ：教員数 約96名

・予算規模 平成26年度
運営費交付金額 約44億円［55%］ （内特別経費３億）
授業料収入等 約20億円［25%］
外部資金等 約16億円［20%］

０．大学の概要

※創立当初（1875年）

※附属幼稚園

※現在
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Ⅰ．お茶の水女子大学の組織
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１．国立大学法人法に基づく組織の特色



・ 学長選考の方法

学長選考会議
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学長候補適任者の選考

学長候補者の決定

所信表明会

意向投票

公表

学長選考
会議委員

非常勤理事
経営協議会
委員（学外）

教育研究
評議会
評議員

専任の
教職員
（10名以上)

推薦

※単独で推薦可

構成員：経営協議会委員で経営協議会から選出された者5人

教育研究評議会評議員で教育研究評議会から選出された者5人

学長選考会議

・・・「意向投票」を参考に、
書類審査と学長候補者との面談を実施し、
審議を経て学長候補者を決定。



※（出典）
「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）
平成26年2月12日
中央教育審議会大学分科会

独自の取組
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法人組織
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学長選考
会議

監事

教育研究評議会経営協議会

役員会

・毎月１回
【構成員】２２名（うち学長指名１４名）
学長、理事（３）、副学長（２）、
各学部長、大学院人間文化創成科学研究科長

大学院人間文化創成科学研究科研究院基幹部門
各系長、
附属学校部長、その他学長が指名する職員（７）名

・年４回
【構成員】１４人（学内７人・学外７人）

学長・理事・学長が指名する職員２人、学外委
員７人（教育研究評議会の意見を聴いて学長
が任命）
※学外委員は総数の2分の1以上とする。

・毎月１回
【構成員】学長・理事

監事と学長との意見交換

⇒ガバナンス、コンプライアンス

の状況を把握し、組織の改革と機

能強化に活かしている。

改正予定

学 長



監事

監査法人監査室
連 携

連 携

①内部監査計画説明
②内部監査報告

①監査計画説明
②決算監査報告

①連携による監査等
②情報の共有

連 携

学 長

各 部 局

①学長とのディスカッション
（経営活動に関わる情報の入手）
②決算監査報告

①監事監査計画説明
②監事監査実施報告

①内部監査計画説明
②内部監査報告

改

善

命

令

③改善状況を報告

①監査の実施
②改善のフォロー

①監査の実施
②改善のフォロー

監査の実施

内部監査、監事監査、監査法人の監査の体制と状況
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（非常勤）



２．教職協働体制と組織の一元化
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法人化の際の教職協働体制 【平成１６年４月～】

総務機構 教育機構 国際・研究機構 学術・情報機構

総
務
室

女
性
支
援
室

１１室体制
財
務
室

教
育
推
進
室

学
生
支
援
室

国
際
交
流
室

研
究
推
進
室

情
報
推
進
室

社
会
連
携
・

広
報
推
進
室

総
合
評
価
室

入
試
推
進
室

４機構

学長

○室・機構体制

・委員会方式を改め、教員と事務職員を構成員とする室・機構体制に。
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・全学教育システム改革推進本部（H19.6～）

・附属学校本部（H21.10～）

・国際本部（H20.4～）

・グローバル人材育成推進本部（H24.11～）

・男女共同参画推進本部（H23.4～）

本部体制の構造

本部長 ＝学長
副本部長＝担当理事・副学長
本部員 ＝担当評議員＋教員

担当課長 等

本部体制による一元化【平成１９年～】

教育

国際

男女共同
参画

全学体制



チーム制の導入【平成１９年4月～】
○チーム制導入、事務局体制を廃止。 ※意思決定ラインの一本化。

柔軟な組織構造を設ける。
優れた人材の登用。
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全体で２５チーム



• 学長のリーダーシップの発揮

人事面

• 退職者後任補充枠を学長手持ちとし、全学的な視点から重点
分野への再配分を実施

• 全学人事会議の新設

予算面

• 学長裁量経費を活用し、教育研究の充実やグローバル化、

ガバナンス等、年度に応じた戦略的・重点的分野の強化の

ため学長裁量経費を活用

（Ｈ２６実績～認定こども園、事務情報の一元化等）

学内資源の配分

• 平成１９年度の大学院改組により、大学専任教員を大学院所属
とし全学的な教育研究を推進。

• 平成２７年度

（１）教員組織の統合

（２）研究組織の新設（グローバル女性リーダー育成研究機構）

Ⅱ．これまでの成果１

13



【教育改革】

（１）学士課程教育改革

① 「21世紀型文理融合リベラルアーツ」教育 （平成20年度～）

＝自然・人文・社会領域の総合的理解を深める

② 「複数プログラム選択履修制度」 （平成23年度～）

＝高度な専門性と幅広い見識を育む学生主体

（２）博士課程教育リーディングプログラム （平成25年度～）

（３）リーダーシップ教育

【国際化】

（４）グローバル教育

（５）スーパーグローバルハイスクール（SGH）（平成26年度～）

（６）四学期制（平成26年度～）

【入試改革】

（７）お茶大発新型ＡＯ入試（新フンボルト入試）（平成29年度入試～）

（８）高大連携特別入試 （平成20年度～）

これまでの成果２
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教員人事（方法・プロセス）

人事計画

公募

決定
・部局から学長へ報告

・教育研究評議会で審議

・学長決定

・学長戦略機構会議で人事計画（中期目標に沿った）を確認

・学長戦略機構会議で公募文案を審議する。
・学長決裁
・部局で公募
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Ⅰ 事務組織改革

Ⅱ 教員組織改革

Ⅲ 教育研究機能強化

（Ｈ26）（Ｈ25） （Ｈ27「創立140周年」）（Ｈ28「第3期スタート」）

○学部－大学院の組織改革
○学士－博士課程一貫制：6年・9年

○グローバルリーダー副専攻の新設

○大学院共同生活工学専攻の新
設

○入試制度改革

○新教員組織の設置
○全学教員人事会議の新設

○学長戦略機構の新設

○執行組織の改組
○職能資格の導入

○人事給与制度改革

○四学期制の導入

創立140周年寄附事業

お茶の水女子大学
創立140周年寄附事業

○研究機構の新設
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グローバル女性リーダーの育成を中心とした
機能強化のための三次元改革【工程表】



三次元改革の全体像 ～ 事務組織改革⇒教員組織改革⇒教育研究機能の強化 ～
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四学期制の導入

前期 後期

１学期 ２学期 ３学期 ４学期

二学期制

四学期制

４月 ６月 １０月 １２月

夏休み

夏休み

８月

この期間に海外留学を！

通常のカリキュラムに負担をかけずにサマースクールや海外留学を実現できる環境

18



Ⅲ．課題
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・学長のリーダーシップの質保証

・将来の学長候補となりうるマネジメント能力の
ある者の育成
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